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要 旨

本研究は、キャリア ・カウンセリングが企業経営に対 してどの ような有効性 をもつの

かについて、 これまで十分に検証されてこなかったことを問題 と捉え、そのことが、企

業内でのキャリア ・カウンセリングの普及を遅 らせている一つの大 きな要因だと考えた。

そこで、キャリア ・カウンセリングが、企業などの経営組織にとってどのような機能を

有 しているのかを、経営学的に考察した。

その結果本論では、キャリア ・カウンセ リングの経営組織に対する機能 として、以下

の5つ を提示 した。すなわち、①モティベーションの向上、②自律的キャリア形成の促

進、③組織 コミットメントの向上、④人事情報の顕在化、⑤ メンタルヘルス不全の予防、

である。

また、経営組織 におけるキャリア ・カウンセリングは、専門のキャリア ・カウンセ

ラー、ラインの上司、人事部がそれぞれが役割 を分担することで機能すると考え、 とく

に、回顧(自 己理解)の 側面は専門のキャリア ・カウンセラーが、展望(キ ャリア目標)

の側面はラインの上司がその機能を主に担 うのがふさわしいと考えた。

本論によって、実証研究に向けた理論的な枠組みを提示することができたと考えられ

る。今後の課題 は実証研究の実施であるが、キャリア ・カウンセリングの機能、「回顧」

や 「展望」、それをもた らすカウンセラーや上司の行動についての操作的定義が必要で

あるとした。

キ ー ワ ー ド キ ャ リア ・カ ウ ンセ リ ン グ、 キ ャ リア 開発 、 人 的 資 源 管 理 、 メ ン タルヘ ルス
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1.問 題 意識

バブル経済の崩壊を契機 に右肩上が りの成長神話が崩れ、企業の経営環境はその変化

の多様性 とスピー ドを増 した。その中で、企業の人的資源管理施策は変化 し、その結果、

終身雇用や年功序列に象徴 されるような組織主導による予定調和的なキャリア形成から、

従業員が自ら環境に適応 しなが ら自律的に行 うキャリア形成へ と移行 しつつある。

学卒で就職すれば定年 までの生活が約束されていた時代 は過 ぎ去 り、ひとりひとりが

自分で自分のキャリアを考え、切 り開いていくとい うことが当たり前の社会 となってき

ているのである。た とえば、キャリアの途中での転職や大学院への進学、家庭 と仕事の

両立、中高年の再就職、定年後のセカン ドライフなど、様 々なキャリアの問題が、働 く

人々を取 り巻いている。

企業は、従業員の 自律的キャリア形成の促進に向けて、様々な施策や制度の導入を進

めている。代表的なもの としては、計画的に人材育成を図るためのジョブ ・ローテー

ション、社内労働市場を活性化するためのFA(フ リー ・エージェント)制 度や社内公

募制度、従業員のキャリア ・プラン構築を支援するためのキャリア ・デザイン研修、専

門家 によるキャリア ・カウンセリングや上司によるキャリア面談などがあげられる。

本論では、このような様 々な企業の取 り組みの中か ら、キャリア ・カウンセリングに

ついて取 り上げ、経営学的な考察を行う。

ところで、変化の時代 にあって、自らのキャリアの方向性 を見出すことは、これまで

の慣習や先例が役に立たず、誰にとって もたいへん難 しくなってきている。 このような

環境 の中で生 きる人々を支援す るもの として、キャリア ・カウンセ リングに期待が集

まっているのである。
1)

厚生労働省は、2002年 にキャリア ・コンサルタン トを5年 間で5万 人を養成すること

を目標 として掲げた。そして、キャリア ・コンサルタントの養成を推進するために、民

間機関が実施するキャリア ・コンサルタントにかかわる能力評価試験 を雇用する労働者

に受けさせる事業主に対 して、キャリア形成促進助成金(職 業能力評価推進給付金)を

支給することにより、キャリア ・コンサルタントの養成 を支援 してきた。

その結果、キャリア ・カウンセラーの有資格者は企業内にも広が りを見せ、キャリ

1)「 キ ャ リア ・コ ンサ ル テ ィ ング」、 「キ ャ リア ・コ ンサ ル タ ン ト」 とい う用 語 は、厚 生労 働 省 が この

施 策 を導 入す る際 か ら使用 され て い る。 「キ ャ リア ・カウ ンセ リ ング」 と 「キ ャ リア ・コ ンサ ル テ ィ

ング」、 「キ ャ リァ ・カ ウ ンセ ラー 」 と 「キ ャ リァ ・コ ンサ ル タ ン ト」 は ほ ぼ同 義 に使 われ て い るが 、

そ の 源流 が あ る米 国 で は 、 「キ ャ リ ア ・コ ンサ ル テ ィ ン グ」 や 「キ ャ リ ア ・コ ンサ ル タン ト」 とい

う呼称 は一 般 的 で は ない 。 本論 で も、原 則 と して は 「キ ャ リア ・カウ ンセ リ ング」 お よび 「キ ャ リ

ア ・カ ウ ンセ ラ ー」 とい う呼称 を用 い る こ と とす る。 た だ し、 厚 生 労働 省 発 表 資料 等 の 引 用 に おい

て は 、 「キ ャ リ ア ・コ ンサ ル テ ィン グ」 お よび 「キ ャ リ ア ・コ ンサ ル タ ン ト」 とい う呼 称 をそ の ま

ま用 い る こ と とす る。
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ア ・コンサルティング協議会が平成19年 に実施した調査では、回答 した2,254人 のキャリ

ア ・コンサルタントのうちの24.2%が 、企業内のキャリア開発部門などで活躍 している

という(図 一1)。

しか しその反面、同調査では、キャリア ・コンサルティングを実施 している人材が

「いない」(91.0%)と 回答した企業が全体の約9割 を占めてお り、 日本企業全体におけ

る浸透度はまだまだ低いという実態がうかがえる(図 一2)。

このように、キャリア ・カウンセリングに対する関心は高 く、企業内で活躍するキャ

リア ・カウンセリングの有資格者 も増 える一一方で、実際にはなかなか日本の企業に受け

入れられていないというのが現実なのである。

これに関連 して、平成19年11月 に厚生労働省が発表 した 「キャリア ・コンサルタント

制度のあ り方に関する検討会」報告書によれば、「専門職 としてのキャリア ・コンサル

タントとしての能力要件 と評価の仕組みを明確化 し、水準の向上を図るとともに、試験

の統一化によって、キャリア ・コンサルタント制度を分か りやすいものとし、認知度の

向上を図っていく必要」(p.1)が あるとし、「養成 されたキャリア ・コンサルタントの

活動場面は多様であるが、その能力水準については、一定の評価を得ている一方で、 レ

ベルのバラツキや全体 としての専門性や経験が乏しい等の問題 も指摘 されてお り、社会

的な認知度 も未だ不十分」(p.1)で あることが問題だとして、技能検定実施による、準

国家資格化へ向けて動 き出している。

確かにキャリア ・カウンセラーの質と認知度の向上は、普及のためには不可欠である。

しかしなが ら、企業内で実質的に活躍するキャリア ・カウンセラーを増やすためには、

経営的な利点 を明らかにすることが必要なのではないだろうか。 しかし、キャリア ・カ

ウンセリングが、企業経営に対 してどのような機能を有するのかについては、これまで

十分に検証されてこなかった。そのことが、企業内におけるキャリア ・カウンセリング

の今後の普及につながる大きな鍵になるのではないか。

本論はこのような問題意識に立ち、キャリア ・カウンセリングについて、働 く個人の

視点のみならず、企業などの経営組織 にとってどのような機能があるのかを、経営学的

に考察する。
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91.0%N=485

図 一2キ ャ リア ・コ ンサル テ ィン グを実施 して いる人材 の 有無(厚 生労働 省,2007)

2.キ ャ リ ア と は 何 か

本 格 的 な 議 論 に 入 る ま え に 、 「キ ャ リア 」 の 定 義 に つ い て確 認 して お こ う。 経 営 学 で

の キ ャ リ ア研 究 にお け る 米 国 お よび 日本 の 第 一一人 者 の定 義 は、 次 の とお りで あ る。

(Hallの 定 義)

「キ ャ リア とは 、 あ る ひ と の生 涯 にわ た る期 問 にお け る 、 仕 事 関 連 の 諸 経 験 や 諸 活 動

と結 び つ い た 態 度 や 行 動 に お け る個 人 的 に 知 覚 され た 連 続 で あ る。」(Hall,1976,pp.1-

7)

Hallは こ の よ う に キ ャ リ ア を定 義 す るた め の 前 提 と して 、 次 の4つ の 点 を指 摘 して い
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る。

① 組織階層的に上方へ移行するのがキャリアであるという視点はとらない。

② キャリアに成功や失敗があるとして も、それはそのキャリアを歩む本人によって評

価 される。

③ キャリアには主観的側面と客観的な側面がある。

④ キャリアとはプロセス(仕 事に関連 した経験の連続)で ある。(定 型化 した経路の

存在する専門職としてのキャリアでは狭す ぎ、人生そのものがキャリアという考え方

は広す ぎる。)

(金井の定義)

「成人になってフルタイムで働 き始めて以降、生活ない し人生 価e)全 体 を基盤にし

て繰 り広げられる長期的な(通 常は何十年にも及ぶ)仕 事生活における具体的な職務 ・

職種 ・職能での諸経験の連続 と、(大 きな)節 目での選択が生み出していく回顧的意味

づけ(と りわけ一見す ると連続性が低 い経験 と経験の間の意味づけや統合)と 将来構

想 ・展望のパ ターン。」(金 井,2002,p.141)

金井の定義の特徴は、キャリアを個人が認識する一つのパターンと捉 え、節 目での過

去の回顧的意味づけや統合(内 省)に よって見出されると考えている点である。彼は、

「節 目で来 し方を振 り返 り、行 く末を展望するというときには、主観的な意味づけや統

合がキャリアの理解により強 く貢献するはずだ」(同 上、p.138)と している。この主観

的なキャリアの側面は、Hall(1976)と 共通 してお り、本論もこの考え方に従 う。
2)

そもそ も、人は人生に意味を求める生 き物である。働 くことは人生の重要な部分であ

り、いかに働 くかは、いかに生 きるかとい う人生の意味にも密接に関係する。ゆえに、

人は働 くことと、その連続 としてのキャリアにも意味を求めるのである。

人は、キャリアの形成 を通 じて、自らの人生全体に対する意味づけを考えることもで

きる。働 く個人が自らのキャリアや人生に意味を見出す ことによって、労働は単なる経

済的価値の交換手段 ではな く、人間らしい活動 となるのである。

そこで人は、働 くこと(キ ャリア)に ついての意味を見出すために、職業的なキャリ

アに関する自己概念の探索や確立を行おうとする。Super(1963)に よると、キャリア

の自己概念 とは、働 く個人が、自分の価値、興味、能力がいかなるものか ということに

ついて、「個人が主観的に形成 して きた自己についての概念」(主 観的自己)と 「他者か

らの客観的なフィー ドバ ックに基づき自己によって形成された自己についての概念」(客

観的自己)の 両者に基づいて理解 し、個人の経験 を統合 して構築 したものであるという。

キャリアの自己概念は、ときには(と くに節 目では)変 容を求められるが、それゆえ

2)金 井(1999)は この こ とを 「意 味探 索 人 」 と表す 。
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に人間としての成長を遂げることができるとも言える。 こうして人は、キャリアの自己

概念の確立 と変容の小 さなサイクルを繰 り返 しなが ら、全体としての大 きな発達サイク
3)

ルを歩んでい くのである。

ところで、ここで注意 しておきたいのは、Hall(1976)の 言うように、人生そのもの

を 「キャリア」 と呼ぶのは広す ぎるという点である。たとえば、企業が従業員の 「人生

全体の幸福や成功」をいかにして支援していくかということを、キャリア形成 に関する

施策の根本に据えるとすれば、社会的意義はあるのか もしれないが、それは経営管理の

範疇 を超えてしまうと思われる。 もちろん、金井の定義にあるとお り、キャリアが形成

される 「基盤」 としての生活や人生全体を無視することはできない。また、近年の問題

となっているワーク ・ライフ ・バ ランスのように、企業が個人の人生の幸福や成功の実

現 を支援 してい くことも重要である。しか し、それはあくまで も 「支援」の対象であっ

て、経営における 「管理」の対象ではない。 したがって、本論でいう 「キャリア」は、

人生全体を基盤としていることを意識しつつ も、基本的には働 く個人の 「仕事」に関連

した諸経験の連続を意味することとする。

3.キ ャリアの 自己概念の確 立プロセス

3.1.分 化 と統合

平野(1999)お よび金井(2002)に したがえば、キャリアの自己概念の確立は、「分

化」 と 「統合」のプロセスであると考えられる。キャリアとは、過去か ら現在そ して未

来へ と続 く分化 と統合のパターンなのである。すなわち、キャリアの心理的ダイナミク

スは、今まで分化 してきたキャリアから自分な りに何 らかのパターンを見つけだ し、共

通するテーマに意味づけ、様々な経験の束を見出された意味の もとに統合することによ

り生 じる。統合はそれまで歩んできた幾重にも分化 したキャリアを回顧的にふ り返 り、

そこに肯定的な価値を見いだ し意味づけ、その上で未来への発展を内在させつつ、将来

を展望することによって可能になる。

もう少 し簡単 な表現 をするな らば、キャリアの自己概念の確立のためには、「さまざ

まなことを試みる」、「人間関係 を変える」 といったことを経験 し(分 化)、 それから 「深

く理解 し納得す る」(統 合)こ とが必要である。「深 く理解 し納得する」 とは、「新 しい

枠組みを通 じて過去の経験の意味を見出す」 ことであ り、「いま起 きているで きごと」

と 「過去のできごと」を 「つなげる説得力のある 『物語』を考え」、「納得できるように

言葉で表現する」ことである(lbarra,2003)。

3)こ の よ うな キ ャ リ アの 自己概 念 の発 達 プ ロセ ス を、 「ミニサ イ クル 」 と 「マ キ シサ イ クル 」 と呼ぶ

(Super,SavickasandSuper,1996)o
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このように、人は目標に挑戦 し、多様な職務経験や人間関係か らの学習(分 化)と 、

その結果を回顧的に意味づけること(統 合)を 繰 り返 しなが ら、その人の才能と長期的

貢献範囲を明らかにしつつ、学習を積み、 自らのキャリアに関する自己概念を徐 々に確
4)

立 して い くの で あ る。

3.2.回 顧 と展望

上述の とおり、統合のプロセスは 「回顧」 と 「展望」からなる。平野(1999)は その

プロセスをモデル化 してお り、それを参考にして整理 してみよう。

まず回顧 とは、過去の自分自身のキャリアの流れの中に潜む一定のパターンを読み取

り、秩序立てた意味を形成することである。 この意味形成は、仕事の側か らの客観的特

性の定義づけではなく、自分自身の自己概念の探索である。回顧はキャリアの分化に応

じて起 こり、生 じた分化が大きければ大 きいほど節 目での回顧は大 きくなる。

金井は、Schein(1978)を 引きなが ら、つ ぎの三つの問いについて内省することが

キャリアを考える基盤を提供するとしている(同 上、p.36)。

① 自分は何が得意か(能 力 ・才能についての自己イメージ)

② 自分はいったい(ほ んとうのところ)何 をや りたいのか(欲 求 ・動機についての 自

己イメージ)

③ どのようなことをやっている自分なら、意味を感 じ、社会に役立っていると実感で

きるのか。(意 味 ・価値についての 自己イメージ)

次に展望 とは、回顧に続けて生 じる心理的ダイナ ミクスであ り、未来への見通 しや期

待である。それは、回顧によって意味形成された自己の物語の延長線上にあるといえる。

展望は回顧によって規定 されるものであ り、回顧 に基づ く現在の 自己のイメージが、展

望による将来の自己イメージを規定するので、単なる夢物語ではなく現実性を帯びる。

また、キャリアの展望は 「自己効力感」をベース としているということもできる。 自
5)

己効力感(self-efficacy)と は、「予測される状況に対処するために必要 とされる一連の

行為 を、いかにうまく為 し得るかについての本人の判断」である。回顧によって自分 自

身の能力や欲求、価値観が浮き彫 りにされ、それに基づいたキャリアの展望は、当然の

ことなが ら、 自己効力感 を伴った(ゆ えに実現可能性を帯びた)も のである。

なお、自己効力感には、「効力感期待」 と 「成果期待」 とが必要である。「効力感期待」

4)状 況に柔軟に適応で きるだけの レパー トリーの豊か さ(分 化)と 同時に、それ ら全体 を意味づ ける

何 らかの まとま り(統 合)が で きることによって、個人は高い適応力 を手 に入れるとも考え られ る

(平野,1999)。

5)よ く似 た用語に、 自尊心(self-esteem)が あるが、 自尊心 はその本人 自身の価値に関す る感覚であ

るのに対 し、 自己効力感は自分にある 目標 に到達す るための能力があるとい う感覚 である。
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6)

とは、「その行動をうまくや り遂げることがで きるであろう期待」のことである。「成果
7)

期待」 とは、「その行動(の 結果)が ある特定の成果をもたらすであろう期待」のこと
8)

である(Bandura,1977)。

もう一・つキャリアの展望がベースとしているものは、組織が期待する役割 との整合性

である。このことについて福武(2004)は 、以下のように指摘 している。

「自分がや りたいことをキャリア目標 としてラインアップ(wil1・want)し 、そのキャ

リア目標 を達成できる自信(can)を 持てることはキャリアの展望 には必要である。 し

かし、た とえ自主 ・自律のキャリア形成を考えた場合においても、組織内キャリア形成

においては、その個人が所属する組織の人事制度をはじめとするさまざまな基準や規範、

あるいは事業戦略を遂行するための組織体制、また遂行課程のなかで行われるさまざま

な意思決定によって、少なか らず影響を受けることになる。つま り組織が期待する役割

(should)と 整合性 を持つ ことが現実的な展望には必要である。」(p.136)

このように、職場や組織が求めるニーズ と整合性のあるキャリアの目標を持つことが、

現実的な展望には必要なのである。

以上、キャリアの 自己概念の確立プロセスについて整理すると図一3の ようになる。

6)期 待理論でい うE(努 力)→P(業 績)期 待 に近い といえる。

7)期 待理論でい うP(業 績)→0(結 果)期 待に近いとい える。

8)自 己効力感は、体験学習、観察学習、説得、情緒 的覚醒に よって高め られると考え られている。
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4.キ ャ リア ・カ ウ ンセ リング とは何 か

4.1.キ ャ リア ・カ ウ ン セ リン グの 定 義

次 に 、 キ ャ リ ア ・カ ウ ンセ リ ング の 定 義 につ い て 確 認 して お こ う。 こ こ で は 、 日本 お

よ び 米 国 の キ ャ リ ア ・カ ウ ンセ リ ング の 代 表 的 な研 究 者 が 協 同 して行 っ た定 義 を取 り上

げ る 。

渡 辺 ・バ ー(2001)は 、 「キ ャ リ ア ・カ ウ ン セ リ ン グ と は、(1)大 部 分 が 言 語 を とお し

て行 な わ れ る プ ロ セ ス で あ り、(2)カ ウ ンセ ラ ー と カ ウ ン セ リ ィ(相 談 者)は 、 ダ イ ナ

ミ ッ ク な協 力 関係 の な か で 、 カ ウ ンセ リ ィ の 目標 を と もに 明 確 化 し、 そ れ に 向 か っ て行

動 して い くこ と に焦 点 を 当 て 、(3)自 分 自身 の 行 為 と変 容 に責 任 を もつ カ ウ ンセ リ ィが 、

自 己 理 解 を深 め 、 選 択 可 能 な行 動 に つ い て 把 握 して い き、 自分 で キ ャ リ ア を計 画 し、 マ

ネ ー ジ メ ン トす るの に必 要 なス キ ル を 習 得 し、 情 報 を駆 使 して 意 思 決 定 して い け る よ う

に援 助 す る こ とを 目指 して 、(4)カ ウ ンセ ラ ー が さ ま ざ ま な援 助 行 動 を とる プ ロ セ ス で

あ る 」、 と して い る。

定 義 の(3)の 項 目に 注 目 し よ う。 自 己 理 解 し、 計 画 を 立 て 、 意 思 決 定 を行 う とい う の

は、 ま さ に 図 一3の キ ャ リア の 自 己概 念 の 確 立 プ ロ セ ス で あ り、 そ れ を援 助 す る こ とが

キ ャ リ ア ・カ ウ ンセ リ ング で あ る とい う こ とが で き る。

4.2.キ ャリア ・カウンセリングの歴史

キャリア ・カウンセリングの源流がある米国においても、近年になってキャリア ・カ

ウンセリングが急速に広 まった 日本においても、その背景には社会的 ・政治的 ・経済的

な影響があったことが知 られている。それでは、企業経営 との関連はどこにあったのだ

ろうか。

まず米国におけるキャリア ・カウンセ リングは、一・人の社会改革運動家が始めた職業

指導運動に、その原点がある。フランク ・パーソンズ(FrankParsons)は 、20世 紀初頭

のボス トンで、都市に流入する貧 しい農村出身者や移民の若者を対象 に、職業選択や就

職のア ドバイスを与える活動を始めた。

その後、この職業指導運動は拡大 し全国に広がる。二つの大戦 と経済不況 も影響 した

が、戦後の職業指導の発展 に大 きな影響を与えたのは、1957年 のソ連の人工衛星スプー

トニク号の打ち上げ成功だった。米国政府は、 自国の技術的優位性 を保つため、公立学

校にカウンセラーを配 し、理数系 に強い学生を見出 し、科学の分野に進ませ る政策 を

取ったのである。

さらに、経済のグルーバル化や情報化社会 といった産業構造の変化 によって、学校か

ら職業への移行 はかつて よ り困難 さを増 した。 そこで、1973年 には 「職業教 育法
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(VocationalEducationAct)」 が 制 定 され 、 各 高 校 に職 業 カ ウ ンセ ラ ー を 配 し、 大 学 に進

学 し ない 高 校 生 を対 象 に キ ャ リア ・カ ウ ンセ リ ン グ を行 っ た 。 そ の 後 、 ク リ ン トン政 権
9)

下 で 、 「学 校 か ら仕 事 へ の 機 会 法(Schooltoact)」 や 「労 働 力 投 資 法(Workforce
10)

InvestmentAct)」 が成立したことも、キャリア ・カウンセリング普及の追い風 となった。

日本においては、意外 にも早 く大正時代の初めには、職業指導 という用語が登場 し、

1920年 には大阪市立少年職業相談所が開設された。その後、戦前の教育においても、職

業指導は政府によって主導された。戦後 も、「進路指導」 という名の下で学校での就職

指導や、職業安定機関における職業指導は行われて きたが、キャリア ・カウンセリング

が一般に周知 される程ではなかった。

近年の普及の契機は、バ ブル経済崩壊後の企業の リス トラクチャリングにある。つま

り、解雇者の増加、職種転換や能力再開発の必要性、早期退職勧奨制度の導入などが、

これまで予定調和的なキャリアを歩んで きた(主 に中高年の)人 々のキャリアの問題 と

して突然に浮上して きたのである。一方で、いわゆる 「就職氷河期」の到来により若年

層の就業は厳 しくなり、 フリーターや学卒無業者の増加が、社会的な問題 となった。こ

のような問題に対応するために、キャリア ・カウンセリングが一気に注 目されるように

なった。

このように、米国において も日本においても、社会的 ・政治的 ・経済的な影響を受け

て、キャリア ・カウンセリングは始まり、発展 して きた。はたして、そこには企業経営

における影響やニーズはどのようなものがあったのだろうか。

確かに、中高年従業員の人員整理は、不況下においては深刻な経営課題であ り、再就

職支援(ア ウ ト・プレースメント)会 社に所属するキャリア ・カウンセラーが必要 とさ
11)

れたという側面はある。人材を送 り出す企業にとっては、再就職支援 ビジネスを利用す

ることによって、人件費の圧縮を実現することが経営的利点であった。 しかし、このこ

とは本論が問題としたいキャリア ・カウンセリングの経営学的意義とは異なる。

本論で問いたいのは、企業が経営資源 としての 「ヒ ト」 を、組織内の 「資産」として

長期 に亘って活用 し、通常の経営活動の成果に貢献させ るうえで、キャリア ・カウンセ

リングが どのような機能を発揮するのか という点なのである。一過性の リス トラクチャ

リングや、貴重な経営資源としての 「ヒ ト」を 「外に出す」という特殊なニーズを目的

9)生 徒 が職業の選択肢を理解 し、それに合 った訓練を受け、高校 の職業 コースか らコ ミュニティカ

レッジの上級 コースに移行 し、職探 しの方法や仕事 を確保する方法を学ぶ ために、各高校に資金援

助が行 われた。

10)職 歴情報や求職情報 に活用 できる大々的なインターネッ ト・サ イ トの開発や、 コミュニテ ィカレッ

ジ内に、1か 所 で様々な申請や援助ができる 「ワ ン ・ス トップ ・セ ンター」が開設された。

11)再 就職支援会社 は、人材を送 り出す企業 の依頼を受 け、一人あた り数十万 円とい う金額で、再就職

の支援 を行 う。その際、キャリア ・カウンセ ラーが、 クライエ ン トの過去のキ ャリアの棚卸や強み

の発 見、応募書類 の作成、面接指導などを行 う。同じ く不況期の米国で生 まれたビジネスである。

一 ヱ46一



キャリア ・カウンセ リングの機能についての経営学的考察

とした、キャリア ・カウンセリングの機能を論点とするのではない。

この点に留意し、次からキャリア ・カウンセリングの経営組織に対する機能について、

具体的に考えていきたい。

5.経 営組織 におけるキャ リア ・カウンセ リングの機能

経営組織内で働 く個人に対してキャリア ・カウンセリングを行 うことは、組織にどの

ような機能をもたらすのであろうか。本論では、以下の五つの点から考えたい。

5.1.モ ティベーションの向上

Schein(1978)に よれば、キャリア ・カウンセリングには以下の3つ の機能があると

いう。すなわち、キャリア ・カウンセリングは、「①個人的な計画を作る機会を提供す

ることによって、人びとが自分自身のキャリアの管理において一層事前能動的になるよ

う援助する、②人びとに対 して、その長所 と短所の開発の必要な点についての情報を提

供する、お よび、③人びとに、組織内外のキャリア選択について、可能なキャリア ・パ

スについて、また、将来望むような地位につける資格をもつための自己開発 として個人

は何 をしなければならないのかについて、情報を提供する」(邦 訳,pp.247-248)と い う

ことである。

またHall(2002)に よると、肯定的なアイデンティティ(自 己概念)は 、新 しい挑戦

的な目標へのモティベーションを高めるという(図 一4)。

これらの点から、キャリア ・カウンセリングには、従業員が 自分 自身に対する理解を

深め、肯定的な自己概念 を構築 し、新たな挑戦課題を選択 し、能動的に行動するように

働 きかけるという機能があると言える。そ してもちろん、結果 として組織 目標の実現に

貢献するということができるのである。
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組織目標の実現

5.2.自 律的キャリア形成の促進

キャリア ・カウンセリングは、組織で働 く個人が 自己のキャリアのニーズを理解 し、

将来展望を持ち、能動的に意思決定や能力開発 を進めてい くことを促進するものである。

したがって個人は、組織 に誘導された受動的かつ計画的キャリア形成か ら脱却 し、自ら

の動機や価値観 を基礎 とし、所属する組織のビジョンや戦略に折 り合いをつけなが ら、

自律的にキャリアを歩むことが可能となる。

自律的なキャリア形成は、長期的かつ内発的な レベルで人を動機づけることになる。

金井(2002)の 定義にあるとお り、キャリアという言葉の中に、一見すると連続性が低

い経験 と経験の問の意味づけや統合が含まれるのならば、しんどい仕事や苦い経験でも

「良いがまん」ができる元気の源 を、キャリア ・カウンセ リングが与 えることになるだ

ろう。

そして、組織 に依存せずに自律的に意思決定を重ねることは、個人の変化適応力を高

めるだけでな く、結果的には組織全体の環境適応力 も高めることになると考えられるの

である。

5.3.組 織コミットメン トの向上

企業が従業員の自律的なキャリア形成を促進することは、「寝た子 を起 こす」 ことに

なり、自分の希望するキャリアを志向するあまりに、結果的に離職者が増えると懸念す
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る人事担当者は少なくない。しか し、本当に自律的なキャリア形成は、従業員の離職を

促 して しまうのだろうか。
12)

個人が組織に対して一体化している程度を組織 コミットメン トというが、それは組織

の目標 と個人の目標が統合 され合致 している程度と考えることができる(田 尾,1991)。

当然のことながら、組織 コミッ トメントが高いほど、個人がその組織 に留まろうとする

意欲 も高 くなる。

一方、図 一3に 示 したとお り、組織で働 く個人のキャリアの自己概念の確立のプロセ

スにおいては、期待されている役割 との整合性 を有 しているキャリア目標の設定が必要

である。勤務 している組織 において、自分 自身の実現可能な 目標を見出すことがで きれ
13)

ば、他の企業に移ることはかえってコス トや リスクが大 きくなるはずだ。

ゆえに、従業員の自律的なキャリア意識を前提 に、個人の自己理解 を促進 し、職場や

企業からの期待役割 と整合性を持ったキャリアの目標を主体的に設定させることは、決

して従業員を離職に向かわせるものではない。

むしろ、 自律的キャリア形成の支援 を企業が行 うことにより、定着率が高 まる可能性

の方が高いのではないか。自律的にキャリア形成を行おうとする従業員が離職すること

は、その自律意識の芽生えが問題なのではなく、ひとりひとりの従業員に対する期待役

割を適切に伝達 し、個人の能力や興味や価値観 といった側面との擦 り合わせを的確に行

い、整合性のあるかたちで目標設定を行わせていないことが問題の本質といえる。

もちろん、 どうしても組織目標 との整合性を見いだせない従業員 も出てくるであろう。

しかしなが ら、組織が従業員に対 してよほど間違 った期待 をしてこなかった限 り、その

人数は決 して多 くはないはずだ。 もしその ような従業員が現れた場合 においても、無理

に引き留める必然性はなく、互いに納得 して見送ることができるだろう。

5.4.人 事情報の顕在化

人事管理に必要な情報は、非対称性 を持っている。すなわち、従業員ひとりひとりの

個人情報は現場 に、組織側の情報は本社 に、それぞれよ り多 く蓄積 されている。この よ

うな人事情報の非対称性によって、人材の最適配置や個人のキャリア形成が阻害される

事態が起こり得 る。

例えば、本社 に個人情報が不足 しているために、本人の能力や希望 と適合 しない人事

異動が行われた り、全社的に有用な人材を一部の部署や上司によって囲い込 まれた りす

12)組 織 コ ミ ッ トメ ン トの研 究 にお い て もっ と も一般 的 な 定義 は 、Meyer&Allen(1997)に よる 「組 織

と従 業 員 の 関係 を特 徴 づ け、 組 織 に お け る メ ンバ ー シ ップ の継 続 あ る い は中 止 す る決 定 に 関す る心

理 的状 態 」 とい う もの で あ る(邦 訳 文 は鈴 木(2007)に よる)。

13)現 在 の組 織 に い る利 点 と他 の組 織 に移 る利 点 を比 較 して 、現 在 の 組織 に留 まろ う とす る こ とを、 功

利 的 コ ミッ トメ ン トとい う(鈴 木,2007)。
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るという事態が考えられる。また、個人に組織情報が不足 しているために、非現実的な

異動の希望やキャリアのプランを持って しまうとい う事態もある。これ らの事態は、個

人にとっても組織にとっても不幸なことである。

この問題に対 して平野(2001)は 、社内公募制度や人事情報のデータ ・ベース化、 コ

ア人材の個別管理などを提唱 しているが、 より本質的な対策として、情報の粘着性の解

消が必要であると指摘 している。

情報の粘着性 とは、「情報の移転 にかかる費用の大 きさ」 として定義される(高 橋,

2000)。 つ まり、必要な情報が受 け手に利用する形になってお らず、なおかつ移転する

過程 にコス トが多 くかかるような場合は、情報の粘着性は高い。たとえば、本社人事部

は知 らないが、本人やその上司は知っているというような人事情報は、粘着性が高い。

また、人事情報の中で、個人の所属歴、業績考課、教育 ・研修歴などは粘着性が低いが、

その人の曖昧な志やキャリア志向などは明文化あるいは本人によって意識化すらされて

おらず、粘着性が高いということができる。

そこでキャリア ・カウンセ リングは、対話によるセッションを通 じて、個人の中に内

在化 されている(時 には本人自身も気づいていない)粘 着的な情報(個 々の潜在能力や

キャリアのニーズなど)を 明確化する機能を有 していると考えられる。その情報を、本

人が何 らかのかたち(た とえば面談やキャリア ・プランを記入するシー トなど)で 上司

や人事部門に伝達することによって、個人に関する人事情報の非対称性は解消する(平

野,2002)。

こうして、キャリア ・カウンセリングを利用することで、個人情報が分からないまま

に能力開発や人材配置を行うことによって生 じる様々なロス(生 産性の低下、成長阻害、

離職 など)を 、未然に防ぐことが可能となる。FA制 度や社 内公募制なども、情報の粘

着性 を低めることによってはじめて有効に機能することになるだろう。

5.5.メ ンタルヘルス不全の予防

働 く人々のメンタルヘルスの問題は社会問題になってお り、キャリア ・カウンセ リン

グもその解決に貢献できるのは確かである。 もちろん、キャリア ・カウンセリングによ

る治療 はできないが、一般的に言われているのは、キャリア ・カウンセ リングを通 じて、

メンタルヘルス不全の早期発見が可能となり、組織的な対応の一翼 を担うという機能で

ある。

本論では、 このようなキャリア ・カウンセリングの機能(二 次予防)だ けでなく、未

然の防止(一 次予防)に 対する機能について考えてみたい。

個人は、仕事の過重や役割曖昧性などの直接的に職務に関連 したス トレスに加 えて、

老化、キャリア中期における振 り返 り、失業や失業のおそれ、早期退職への圧力、女性
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や マ イ ノ リ テ ィの 非 伝 統 的 分 野 へ の 進 出 、 ワ ー ク ・ラ イ フ ・バ ラ ンス と い っ た 、 個 人 の

キ ャ リ ア に 関 わ る問 題 に 、 日常 的 あ る い は人 生 の 節 目に お い て 直 面 して い る 。

ま た 、 多 くの キ ャ リ ア の イ ベ ン トや プ ロ セ ス は ス ト レス に 満 ち て い る 。 た と え ば 、
14)

ハーバー ド・ビジネス ・スクールのヒル教授は、19人 の新任マネージャーに対するイン

タビュー調査および観察から、初めて管理職につ くというキャリアのイベ ントが、いか

にス トレスに満ちた経験であるかを調査 し、報告している(Hill,1992)。

一例をあげると、「難しい職務」、「少ない時間に多 くの仕事」、「限られた情報 と資源」、

「矛盾する要求」、「部下からの相談」、「些細な苦情 ・要望」、「深刻化 してか ら行われる

問題の報告」、「孤独感」、「一般社員でもなく、経営陣でもない という立場」、「リーダー

シップの重圧」、「リスク管理」、「ロール ・モデルとして部下の人生に対する責任」、な

どが新任管理職のス トレスの原因となっていたという。

金井(2000)は 、職務そのものや職場の人間関係か ら生 じる一般的な職務ス トレスと

は区別 して、「組織か らのキャリア開発 に関する要求および家庭からの要求が、個人の

キャリア開発志向と出合 う際に引 き起 こされる個人内の情動的変化」 を 「キャリア ・ス

トレス」 と定義 している。 また、キャリア ・ス トレッサーは、一般的な職務ス トレッ

サーよりも本質的であり、生み出されるス トレスの結果がより重篤であるとしている。

ただし、キャリア開発に関するス トレスは、全ての人、全ての状況において発生する

のではなく、個人の内面の状態に影響 をうける。つまり、ス トレスをどのように評価 し、

どのように対処するかによって、ス トレス反応が出てくるかどうか、ス トレス反応の程

度(メ ンタルヘルスの状態)が 変わってくるのである(1az㎜s,RS.&Folkman,S.,1984)。

金井(2000)も 、キャリア ・ス トレスの調整要因(媒 介変数)と して 「個人のキャリア

開発志向」を取 り上げてお り、キャリア ・ス トレスは、個人がキャリアの開発 を意図す

るが故に生 じるス トレスであるとしている。

たとえば、昇進や昇格における年功序列的な処遇は、キャリア開発志向が高い個人に

とってはメンタルヘルスにネガティブな影響を及ぼす可能性が高いが、キャリア開発志

向が低い個人にとっては、それほど重大な影響 を与えないだろう。

したがって、企業が従業員の自律的なキャリア形成を促進 した結果として、従業員の

キャリア開発志向が強まれば強まるほど、キャリア ・ス トレスが発生する可能性 は高 く

なると考えられるのである。皮肉にも、企業が実施する各種施策によって従業員の自律

的キャリア形成が促進されればされるほ ど、キャリア ・ス トレスを生 じさせやす くする

可能性 を孕んでいるとも言えるのである。

しか しなが ら、前項で述べた とお り、キャリア ・カウンセリングは個人に内在化され

14)男 性14人 、 女 性5人 。10人 は警 備 会 社 の マ ネー ジ ャー(平 均 年 齢36歳)、

業 の セー ル ス マ ネ ジ ャー(平 均 年 齢30歳)。

9人 は コ ン ピ ュー ター 企
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ている粘着的な情報を顕在化させる機能を有 している。 ここでいう情報を、個 々の潜在

能力やキャリアのニーズなどといった個人の内面的情報のみならず、個人のキャリア形

成にス トレスを与えている組織的要因に関する情報 も含むと考えれば、本社や人事部門

からは分か らない組織的課題を灸り出すことが、キャリア ・カウンセリングを通 じて可

能になるのではないか。その結果、個人のキャリア形成 を阻害する組織的な要因に対 し

て、職場や企業全体で的確 な対策を考え、メンタルヘルス不全の予防を図ることができ

るだろう。

6.キ ャ リア ・カ ウ ンセ リングの 担 い手

前節では、経営組織におけるキャリア ・カウンセ リングの機能を考え、整理 した。こ

こではさらに考察を伸ばして、実際にこれらの機能を実現するために、キャリア ・カウ

ンセリングを誰が行 うことができるのかを考えてみたい。具体的には、内部者 と外部者

のどちら、専門スタッフかラインの上司か という問題になるだろう。

6.1.専 門のカウンセラーかラインの上司か

Schein(1978)は 、「内部者は組織内で利用できるキャリア選択についてより適切 な

情報 をもつ可能性が高 く、外部者はカウンセリングを求めている個人のより徹底的な評

価 を行ない、より客観的なフィー ドバ ックを与えることができる」(邦 訳,p.248)と し

ている。

また、「ラインの上司は、助言 を受ける人物の特有の長所 と短所 を既知のキャリア選

択 と比較 して評価するには最 も好 ましい立場にいるだろうが、効果的なカウンセリン

グ ・セッションをとりしきる訓練は最も受けていないかもれ しれない(ま た、部下 とこ

うしたセッションに入るのは気詰まりだ と思うか もしれない)。 専門のスタフ(組 織の

内部か外部)は 、訓練によって優秀なカウンセラーになるだろうが、助言を受ける人物

については完全な情報は持たないかもしれない」(邦 訳,p.248)と もしている。

一方Santamaria(1993)は 、「職員にキャリア ・カウンセリングを施すのに最適なのは、

その上司である」(邦 訳,p.7)と する一方で、「管理職はカウンセリングをする時間的余

裕があるだろうか」、「専門的なカウンセリングの訓練を受けずに、管理職者は本当にカ

ウンセ リングができるだろうか」(邦 訳,p.151)と いう懸念 を示 している。なお、管理

職によるキャリア ・カウンセリングを推奨する根拠 としては、①その業界での実務経験

があること、②会社の原理、歴史、使命、 ビジ ョン、 目標、政策、処理手続 きを知って

いること、③ ビジネスに必要な条件 を知っていること、④組織が持つ制約条件やチャン

スを現実的に判断する立場 にあること、をあげている。

一 ヱ52一



キャリア ・カウンセ リングの機能についての経営学的考察

これらの議論 を総括すれば、キャリア ・カウンセリングの専門家かラインの上司の ど

ちらであっても、一・長一一短があるということになる。直属の上司であっても、時間 とス

キルさえあれば部下に対 してキャリア ・カウンセ リングを行 うことは可能である し、

キャリア ・カウンセ リングを必要 としている人物 を取 り囲む文脈を理解 しているという

点で、外部あるいは内部の専門家 よりも有利であると考えることができる。つまり、ラ

インの上司は個人のキャリアニーズなど、潜在的あるいは粘着的な情報を顕在化 させ、

理解 しやすい立場 にいるということである。

しかし、実際のラインの上司は、キャリア ・カウンセリングを十分 に機能 させるだけ

のスキル も時間もないというのがほとん どなのではないか。

6.2.キ ャリア ・カウンセリングの役割分担

そこで、現実的な考え方として浮かぶのは、 ラインの上司と専門カウンセラーが、そ

れぞれの得意に応 じた役割分担を行 うとい う考え方である。

図一3で 示 した自己概念の確立プロセスのうち、 とくに 「回顧」の部分は、専門カウ

ンセラーが得意 とすることである。一方、「展望」の部分では、効力感や期待役割との

整合性が重要であるか ら、ラインのマネージャーの方が優位であろう。

このように、キャリア ・カウンセリングを経営組織全体で発揮する機能 として捉え、

その機能を細分化 し、得意 ・不得意に応 じて分担することが、企業におけるキャリア ・

カウンセリングの普及にもつながってい くと考えられる。

たとえば、企業が外部の専門機関と契約 しておき、これまでのキャリアを回顧 し自己

の理解 を深めたいと従業員が思う時に予約 し、社外の専門カウンセラーが相談に応 じる。

その後、個人が必要であると考えれば、上司にも相談すればよい。あるいは、定期的に

専門のキャリア ・カウンセラーを外部か ら招 き、個別カウンセ リングやグループ ・ワー

クを行う。こうすれば、専門のカウンセラーを社内で養成 した り、常駐させた りする費

用 も必要ない。

一方、ラインの上司は、しっか りとした役割認識を部下に与え、職場や組織の求める

ニーズとの整合性 を図るようにすることが重要である。 また、部下の自己効力感を高め

るために、客観的で正確なフィー ドバ ック(と くに良い面について)を 行った り、自分

自身がキャリアのモデルになったりすることも重要である。 したがって、必ずしもキャ

リア ・カウンセリングの専門的なスキルを身につける必要はないかもしれない。

さらに人事部は、キャリア ・カウンセリングによって顕在化 した個人の興味 ・価値

観 ・能力、あるいは個人のキャリアの希望や展望といった情報をデータ ・ベース化 し、

配置や異動、昇進や昇格の際に参考にする。場合 によっては、個人と上司の間に立って、

情報 をや りとりすることもあるだろう。
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もちろんこの役割分担は緩やかなものであ り、それぞれが一部の役割を独占するので

はな く、重な り合っている部分 もあるだろう。また状況によっては、役割を入れ替わる

ことがあってもよい。

7.論 点の整理 と今後の課題

本論では、主に経営学 における先行研究を基 にしなが ら、キャリアに関連する心理学

やキャリア ・カウンセリングの知見 を参考にもして、企業などの経営組織におけるキャ

リア ・カウンセリングの機能について考察 し、さらにはその機能の実現のために必要な

担い手について検討 してきた。

これまでの論考を整理すると以下のようになる。また、これ らの論点を簡略に示 した

ものが、図一5で ある。

(1)キ ャリア ・カウンセリングは、キャリアの自己概念の確立プロセスを援助するもの

である。

(2)キ ャリア ・カウンセリングの経営組織に対する機能は、以下の5つ である。

① モティベーションの向上

② 自律的キャリア形成の促進

③ 組織 コミッ トメントの向上

④ 人事情報の顕在化

⑤ メンタルヘルス不全の予防

(3)経 営組織におけるキャリア ・カウンセリングは、専門のキャリア ・カウンセラー、

ラインの上司、人事部がそれぞれ役割を分担することで機能する。

(4)キ ャリアの自己概念の統合プロセスについて言えば、回顧(自 己理解)の 側面は専

門のキャリア ・カウンセラーが、展望(キ ャリア目標)の 側面はラインの上司がその

機能を主に担 うのがふさわ しいと考えられる。
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図一5経 営組織におけるキャリア ・カウンセリングの機能とそれが実現される理論的枠組み

今後の研究課題としては、実証的研究の必要性があげられる。キャリア ・カウンセリ

ングについては、心理学の分野での研究が進んでいるが、経営学の分野においてその機

能や効果を統合的に実証する十分な研究がいまだ行われていない。

残念なが ら本論では理論的に枠組みを提示す るに留まったが、 これによって、実証研

究に向けた基礎がで きたと考えられる。実証研究を行 ううえでは、キャリア ・カウンセ

リングの機能についてはもちろんのこと、「回顧」や 「展望」、それをもたらすカウンセ

ラーや上司の行動についての操作的定義が必要である。 また、前提条件としての 「分化」

の操作的定義 も必要である。

これらの課題 を解決 して、日本の経営組織におけるキャリア ・カウンセリングの機能

や有効性についての調査 を実施 し、その普及に貢献 したいと考えている。
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